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グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
シ
ェ
ア
の

長
期
低
落
ト
レ
ン
ド

　

我
が
国
電
機
産
業
は
、
戦
後
永
き
に
渡
っ

て
、
自
動
車
産
業
や
カ
メ
ラ
精
密
機
器
産
業
、

さ
ら
に
近
年
の
高
機
能
化
学
素
材
産
業
な
ど

と
並
び
「
ハ
イ
テ
ク
日
本
」
を
世
界
に
印
象

づ
け
る
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
産
業
の
地
位
を
継
続

し
て
き
た
。
消
費
者
向
け
の
製
品
と
し
て
は
、

ト
ラ
ン
ジ
ス
タ
ラ
ジ
オ
か
ら
始
ま
り
、
カ
ラ

ー
T
V
、
V
T
R
、
カ
ム
コ
ー
ダ
、
C
D
プ

レ
イ
ヤ
ー
や
D
V
D
プ
レ
イ
ヤ
ー
な
ど
の
リ

ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ダ
ク
ト
を
連
発
し
て
世
界

市
場
に
普
及
さ
せ
て
き
た
。
一
方
で
、
コ
ン
デ

ン
サ
や
抵
抗
器
と
い
う
電
子
部
品
の
軽
薄
短

小
化
を
進
め
電
子
機
器
の
小
型
化
を
リ
ー
ド

し
て
き
た
こ
と
に
加
え
、
メ
モ
リ
ー
半
導
体

や
液
晶
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
、
リ
チ
ウ
ム
電
池
や

太
陽
電
池
な
ど
の
キ
ー
パ
ー
ツ
で
も
世
界
の

技
術
開
発
の
牽
引
役
で
あ
っ
た
。
今
日
の
電

子
機
器
は
、
日
本
の
電
機
産
業
の
活
躍
な
し

に
実
現
で
き
な
か
っ
た
も
の
ば
か
り
で
あ
る
。

視
点
を
電
機
製
品
分
野
に
転
じ
て
み
て
も
、

小
型
高
性
能
モ
ー
タ
で
の
高
シ
ェ
ア
に
加
え
、

永
き
に
渡
っ
て
の
研
究
開
発
と
ノ
ウ
ハ
ウ
の

蓄
積
が
必
要
と
さ
れ
る
原
子
力
発
電
分
野
や

鉄
道
車
両
と
運
行
シ
ス
テ
ム
の
構
築
面
で
も

世
界
市
場
に
確
固
た
る
地
位
を
有
す
る
状
況

に
あ
る
。

　

と
こ
ろ
が
、
2
0
0
8
年
の
「
リ
ー
マ
ン
シ

ョ
ッ
ク
」の
影
響
で
、
先
進
需
要
国
で
の
需
要

の
冷
え
込
み
に
加
え
、
１
ド
ル
80
円
前
後
と

い
う
円
高
水
準
の
定
着
に
よ
り
、
リ
ー
デ
ィ

ン
グ
産
業
で
あ
っ
た
電
機
産
業
、
な
か
ん
ず

く
電
子
機
器
分
野
で
の
国
際
競
争
力
の
低
下

が
顕
著
に
進
み
始
め
た
。
図
表
１
に
示
す
よ

う
に
、
J
E
I
T
A
の
グ
ロ
ー
バ
ル
生
産
統

計
を
ベ
ー
ス
と
し
た
日
系
企
業
の
グ
ロ
ー
バ

ル
生
産
シ
ェ
ア
は
、
2
0
0
9
年
に
は
20
・

5
％
と
そ
れ
ま
で
の
22
％
前
後
か
ら
急
落
し
、

わ
が
国
電
機
産
業
が
直
面
す
る
現
状
と
課
題

『
日
本
の
電
機
産
業
復
活
の
鍵
を
握
る
も
の
』

2
0
1
2
年
に
は
17
・
8
％
の
水
準
へ
と
低

下
し
た
。
実
は
2
0
0
3
年
時
点
で
26
％
シ

ェ
ア
で
あ
っ
た
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、
わ
ず
か

10
年
間
で
８
ポ
イ
ン
ト
の
シ
ェ
ア
低
下
と
い
う

こ
と
に
な
る
。
製
品
分
野
別
に
見
る
と
、
A
V

機
器
分
野
や
携
帯
電
話
な
ど
の
通
信
機
器
分

野
、
さ
ら
に
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
分
野
で
の
シ
ェ
ア

低
下
が
顕
著
で
あ
り
、
こ
れ
は
韓
国
、
台
湾
、

中
国
企
業
と
の
競
争
激
化
に
よ
る
も
の
で
あ

る
と
分
析
さ
れ
る
。
日
系
企
業
は
、
東
ア
ジ

ア
の
競
合
企
業
と
価
格
競
争
で
負
け
な
い
こ

と
を
目
的
に
積
極
的
な
海
外
生
産
を
強
化
し

た
結
果
、
図
表
１
に
示
す
よ
う
に
、
国
内
生

産
は
、
2
0
0
6
年
度
の
20
・
3
兆
円
か
ら

2
0
1
2
年
度
で
は
12
・
0
兆
円
へ
と
実
に

40
％
の
生
産
高
減
少
を
記
録
し
た
。と
り
わ
け
、

2
0
0
8
年
度
以
降
、
国
内
生
産
の
減
少
は

大
き
く
、
J
E
I
T
A
の
2
0
1
3
年
の
見

通
し
で
も
国
内
生
産
が
大
き
く
回
復
す
る
見

通
し
と
な
っ
て
い
な
い
。

為
替
の
超
円
高
の
定
着
と

「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
へ
の
期
待

　

国
際
競
争
力
の
低
下
は
、
単
に
電
機
産
業

の
み
が
直
面
し
て
い
る
課
題
で
は
な
い
。
昨

年
、
企
業
経
営
者
は
「
六
重
苦
」
を
盛
ん
に

喧
伝
し
た
。「
六
重
苦
」
と
は
、
①
超
円
高
の

進
行
、
②
相
対
的
に
高
い
日
本
の
法
人
税
率
、

③
T
P
P
へ
の
参
加
の
出
遅
れ
、
④
製
造
へ

の
労
働
規
制
の
強
化
、
⑤
高
ま
る
環
境
規
制
、

さ
ら
に
⑥
原
発
停
止
に
伴
う
電
力
不
足
で
あ

る
。
こ
れ
ら
は
、
我
が
国
輸
出
産
業
の
経
営
者
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に
課
せ
ら
れ
た
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
あ
り
、
ど
の
よ

う
に
乗
り
越
え
る
か
経
営
者
の
手
腕
が
問
わ

れ
る
論
点
も
多
い
。
た
だ
、
こ
の
中
で
、
超
円

高
の
み
は
個
別
企
業
の
経
営
努
力
で
は
如
何

と
も
し
が
た
い
論
点
で
あ
っ
た
。

　

2
0
0
8
年
秋
の「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
」

以
降
、
為
替
の
円
高
は
急
速
に
進
み
、
１

ド
ル
80
円
を
割
り
込
む
水
準
で
推
移
し
た
。

2
0
0
8
年
の
「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
」
前
に

比
べ
て
１
ド
ル
当
た
り
20
円
の
円
高
の
定
着
で

あ
り
、
2
0
0
7
年
と
比
べ
る
と
１
ド
ル
当
た

り
40
円
の
超
円
高
水
準
と
な
る
。
試
算
で
は
、

日
本
の
輸
出
型
加
工
業
の
工
場
採
算
レ
ー
ト

は
１
ド
ル
90
〜
95
円
の
水
準
に
あ
り
、
こ
う
し

た
為
替
水
準
は
輸
出
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
赤
字

が
増
え
る
状
況
で
あ
っ
た
。
こ
の
為
替
レ
ー
ト

は
単
に
対
ド
ル
の
み
の
円
高
で
は
な
か
っ
た
。

図
表
2
に
示
す
よ
う
に
、
半
導
体
や
A
V

家
電
分
野
で
日
本
の
電
機
産
業
が
直
接
グ
ロ

ー
バ
ル
市
場
で
競
合
し
て
い
る
韓
国
に
対
し
て

も
、
円
ウ
ォ
ン
レ
ー
ト
の
円
高
が
進
み
、
結
果

的
に
は
日
本
の
電
機
産
業
の
競
争
力
低
下
の

最
大
の
要
因
と
な
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。
と
こ

ろ
が
、
昨
年
12
月
の
政
権
交
代
を
契
機
に
為

替
の
円
安
修
正
が
続
い
て
い
る
。
現
時
点
で
、

円
ド
ル
レ
ー
ト
は
１
ド
ル
92
円
と
前
年
同
期

と
比
べ
て
15
％
強
の
円
安
と
な
っ
て
き
て
い

る
。
新
政
権
が
景
気
回
復
を
第
一
の
優
先
課

題
と
し
て
取
り
上
げ
、
そ
の
た
め
に
イ
ン
フ

レ
目
標
の
設
定
と
大
規
模
な
景
気
刺
激
策
を

打
ち
、
財
政
資
金
の
投
入
を
施
策
と
し
て
打

ち
出
し
て
き
た
。「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
と
銘
打
た

れ
た
こ
れ
ら
の
政
策
を
受
け
て
、
為
替
市
場
は

日
本
の
国
債
の
値
下
が
り
の
リ
ス
ク
を
勘
案
し

つ
つ
円
安
修
正
が
続
く
こ
と
を
期
待
し
て
い
る

訳
で
あ
る
。
関
係
者
の
様
々
な
発
言
か
ら
は
１

ド
ル
90
〜
1
0
0
円
を
メ
ド
と
し
た
円
安
修

正
を
意
図
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
、
仮

に
こ
の
水
準
が
達
成
さ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
国

内
工
場
は
全
体
と
し
て
黒
字
が
確
保
で
き
る

こ
と
に
な
る
。
さ
ら
に
、
図
表
2
の
足
元
の
状

況
に
注
目
い
た
だ
き
た
い
の
は
、
韓
国
ウ
ォ
ン

と
の
関
係
で
あ
る
。
米
ド
ル
へ
の
円
安
修
正
の

み
な
ら
ず
、
韓
国
ウ
ォ
ン
は
対
ド
ル
で
ウ
ォ
ン

高
が
進
行
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。こ
の
結
果
、

対
円
で
ウ
ォ
ン
は
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
を

1
0
0
と
す
る
と
93
の
水
準
ま
で
円
安
が
進

ん
で
お
り
、
昨
年
ま
で
の
75
の
水
準
か
ら
は
ず

い
ぶ
ん
競
争
条
件
は
改
善
し
て
き
て
い
る
。
韓

国
と
の
競
争
は
、
A
V
家
電
や
半
導
体
に
留

ま
ら
ず
、
自
動
車
産
業
に
お
い
て
も
グ
ロ
ー
バ

ル
市
場
で
の
激
し
い
競
争
が
続
い
て
い
る
。
為

替
交
易
水
準
の
足
元
の
修
正
は
、
我
が
国
自

動
車
産
業
の
競
争
力
改
善
も
促
し
、ひ
い
て
は
、

国
内
自
動
車
産
業
向
け
の
部
品
需
要
や
生
産

設
備
需
要
動
向
に
も
プ
ラ
ス
の
影
響
が
見
込

ま
れ
る
。

　

韓
国
の
証
券
会
社
の
中
に
は
、
１
ド
ル
1
1

0
円
に
な
る
と
、
日
本
企
業
の
国
際
競
争
力
が

復
活
し
、
つ
れ
て
韓
国
電
機
産
業
の
営
業
利

益
は
平
均
５
％
減
益
と
な
る
と
い
う
予
想
も

公
表
さ
れ
て
き
て
い
る
。
そ
こ
ま
で
の
円
安
を

前
提
と
す
る
か
ど
う
か
は
現
時
点
で
は
予
測

不
可
能
で
あ
る
が
、
現
在
の
為
替
レ
ー
ト
が
継

続
す
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
も
対
韓
国
企
業

で
の
日
本
企
業
の
競
争
力
復
活
は
明
ら
か
な

も
の
と
な
ろ
う
。

国
内
生
産
の
復
活
の

鍵
を
握
る
も
の

　

2
0
1
2
年
末
に
は
、
我
が
国
製
造
業
の

就
業
者
数
が
1
0
0
0
万
人
を
割
り
込
む
事

態
と
な
っ
た
。
図
表
3
に
示
す
よ
う
に
、
電
機

産
業
へ
の
就
業
者
数
は
、
日
系
企
業
の
グ
ロ
ー

バ
ル
生
産
シ
ェ
ア
の
長
期
低
落
ト
レ
ン
ド
と
、

さ
ら
に
「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
」
以
降
の
超

円
高
の
定
着
を
受
け
て
減
少
が
続
い
て
い
る
。

2
0
0
1
年
末
で
1
8
9
万
人
で
あ
っ
た
電

気
機
械
産
業
へ
の
就
業
者
数
は
、
2
0
0
7
年

末
で
1
6
4
万
人
、
そ
し
て
2
0
1
1
年
末

で
は
1
5
0
万
人
へ
と
減
少
し
た
。
同
じ
グ
ラ

フ
に
示
す
輸
送
用
機
器
産
業
で
は
2
0
0
1

年
末
の
1
0
8
万
人
か
ら
2
0
1
1
年
末
で

1
2
4
万
人
と
増
加
し
て
い
る
こ
と
と
比
べ
る

と
対
照
的
な
動
き
で
あ
る
と
言
え
よ
う
（
出
所  

内
閣
府
国
民
経
済
計
算
確
報
）。
就
業
者
当
た
り

の
付
加
価
値
に
注
目
す
る
と
、
長
期
間
に
渡

っ
て
製
造
業
平
均
を
20
％
ほ
ど
上
回
っ
て
い
た

輸
送
用
機
械
産
業
、
電
気
機
械
産
業
と
も
に

2
0
0
9
年
度
以
降
は
超
円
高
の
影
響
を
色

濃
く
反
映
し
、
製
造
業
平
均
並
み
に
な
っ
て
い

る
。
と
り
わ
け
、
2
0
1
1
年
度
は
、
製
造
業

図表1 日系電子機器生産推移

図表2 円ドル、円ウォン為替レートの推移
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平
均
の
8
6
2
万
円
に
対
し
て
、
輸
送
用
機

械
で
8
3
9
万
円
、
電
気
機
械
で
8
0
0
万

円
と
両
産
業
と
も
に
平
均
を
下
回
る
事
態
と

な
っ
て
い
た
。
続
く
2
0
1
2
年
は
、
両
産
業

で
異
な
る
状
況
に
な
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ

る
。
輸
送
用
機
械
産
業
で
は
、
国
内
で
の
「
エ

コ
カ
ー
補
助
金
」
の
延
長
の
恩
恵
を
受
け
る
と

と
も
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
で
の
市
場
シ
ェ
ア

も
拡
大
し
て
い
る
。
年
度
で
の
日
系
自
動
車

メ
ー
カ
ー
の
生
産
台
数
は
2
月
16
日
付
け
の

日
本
経
済
新
聞
で
は
2
5
0
0
万
台
に
達
す

る
予
想
と
報
道
さ
れ
、
グ
ロ
ー
バ
ル
生
産
シ
ェ

ア
は
29
％
ま
で
上
昇
し
た
も
の
と
推
測
さ
れ

る
。
一
方
、
電
機
産
業
で
は
、
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

や
ソ
ニ
ー
、
シ
ャ
ー
プ
な
ど
家
電
メ
ー
カ
ー
や

ル
ネ
サ
ス
な
ど
半
導
体
メ
ー
カ
ー
で
の
人
員

削
減
が
な
さ
れ
る
状
況
と
な
っ
て
い
る
。「
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
以
前
の
電
機
産
業
の
構
造
改

革
は
、
国
内
生
産
拠
点
の
統
廃
合
と
東
ア
ジ

ア
で
の
海
外
生
産
の
拡
大
の
パ
タ
ー
ン
が
主
流

で
あ
っ
た
。
こ
の
結
果
、
国
内
で
の
付
加
価

値
創
出
額
は
減
少
を
抑
え
る
こ
と
が
で
き
ず
、

結
果
的
に
人
員
の
削
減
が
必
要
と
さ
れ
る
こ

と
に
終
始
し
て
き
た
感
が
強
い
。

　

そ
れ
で
は
、
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば
国
内
で

の
付
加
価
値
額
を
拡
大
で
き
る
の
で
あ
ろ
う

か
？ 

一
つ
の
考
え
方
の
ヒ
ン
ト
は
カ
メ
ラ
精
密

機
械
業
界
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
売
り
切
り

型
の
モ
デ
ル
で
は
な
く
、
ユ
ー
ザ
ー
の
「
コ
ス

ト
オ
ブ
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
」
を
訴
求
す
る
と

い
う
も
の
で
あ
る
。
コ
ピ
ー
機
や
プ
リ
ン
タ

な
ど
精
密
機
械
業
界
の
製
品
は
、
単
に
ハ
ー

ド
を
売
り
切
る
の
み
な
ら
ず
、
そ
の
後
ユ
ー
ザ

ー
の
使
用
に
応
じ
て
、
ト
ナ
ー
や
イ
ン
ク
等
の

消
耗
品
が
継
続
し
て
売
上
と
し
て
期
待
で
き

る
。
電
気
産
業
に
お
い
て
も
エ
レ
ベ
ー
タ
や
エ

ス
カ
レ
ー
タ
、
さ
ら
に
電
力
シ
ス
テ
ム
な
ど
は

製
品
納
入
後
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
や
補
修
で
の
ビ

ジ
ネ
ス
貢
献
が
大
き
い
。
図
表
４
に
８
つ
の
付

加
価
値
ソ
ー
ス
を
示
す
。
従
来
日
系
電
機
メ

ー
カ
ー
は
、
右
半
分
の
R
＆
D
で
の
新
製
品
開

発
に
戦
略
の
重
点
を
置
き
、
2
0
1
0
年
度

も
売
上
比
の
5
％
に
あ
た
る
2

・

7
5
兆
円

と
日
本
全
体
の
16
％
の
R
＆
D
投
資
を
実
施

し
て
き
て
い
る
。
こ
の
水
準
は
、
同
年
度
の
営

業
利
益
合
計
額
の
2

・0
兆
円
を
上
回
る
水

準
に
あ
る
。
R
＆
D
が
新
商
品
の
開
発
に
貢

献
し
売
上
成
長
に
つ
な
が
る
こ
と
が
望
ま
し
い

も
の
の
、
残
念
な
が
ら
日
本
の
電
機
産
業
に
お

い
て
は
こ
う
し
た
結
果
に
な
り
に
く
い
。
む
し

ろ
、
多
く
の
R
＆
D
投
資
は
研
究
者
の
特
許

獲
得
の
為
に
資
す
る
も
の
と
な
り
、
し
か
も
同

業
他
社
間
で
差
別
化
で
き
な
い
同
様
の
分
野

に
対
し
て
重
複
投
資
が
な
さ
れ
て
い
る
。
R
＆

D
の
全
て
を
否
定
す
る
も
の
で
は
な
い
が
、
自

社
が
本
当
に
差
別
化
で
き
て
い
る
部
分
に
重

点
的
に
投
資
を
し
、
他
社
が
優
れ
て
い
る
分

野
が
あ
れ
ば
そ
の
他
社
と
積
極
的
な
ア
ラ
イ

ア
ン
ス
を
く
む
こ
と
で
、
お
互
い
が
特
徴
技
術

を
出
し
合
っ
て
世
界
に
対
し
て
差
別
化
で
き
る

製
品
が
い
ち
早
く
導
入
で
き
る
こ
と
に
な
る
の

で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
そ
し
て
、
そ
の
製
品
に

対
し
て
、
ユ
ー
ザ
ー
の
利
用
環
境
を
十
分
に
考

慮
し
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
や
後
付
け
の
ソ
フ
ト
や

ハ
ー
ド
を
シ
リ
ー
ズ
化
し
て
投
入
す
る
こ
と
に

よ
り
、
ユ
ー
ザ
ー
の
利
用
期
間
に
渡
っ
た
利
便

性
を
担
保
で
き
る
こ
と
に
な
る
。
自
社
の
工
場

か
ら
出
荷
さ
れ
た
段
階
で
売
上
＝
終
了
で
は
な

く
、
ユ
ー
ザ
ー
が
利
用
を
終
わ
る
と
き
＝
終
了

で
あ
る
と
い
う
自
社
製
品
に
た
い
す
る
愛
着
と

プ
ラ
イ
ド
こ
そ
が
、
今
電
機
産
業
に
求
め
ら
れ

て
い
る
こ
と
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
？ 

折
か
ら
、

2
0
1
3
年
は
輸
出
産
業
全
体
と
し
て
国
内

工
場
の
採
算
レ
ー
ト
が
取
れ
る
為
替
水
準
に

あ
り
、
日
本
の
電
機
産
業
復
活
の
元
年
に
な

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

中
国
は
「
世
界
の
工
場
」
の

時
代
が
ま
も
な
く
終
焉
へ

　

昨
年
年
末
に
、中
国
の
2
0
1
0
年
の
統

計
と
し
て
出
生
率
が
1

・1
8
と
い
う
数
字

が
飛
び
交
っ
た
。
こ
れ
は
、
女
性
が
一
生
の
間

に
平
均
し
て
生
む
子
供
の
数
が
、
1

・1
8
人

と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
日
本
や
ド
イ
ツ
で
1

・

4
、
米
国
で
は
2

・

1
と
い
う
水
準
に
比
べ

て
も
相
当
に
低
い
数
字
で
あ
る
こ
と
が
わ
か

る
。
こ
の
ま
ま
の
水
準
が
継
続
す
る
な
ら
ば
、

2
0
3
0
年
に
は
中
国
の
人
口
は
5
0
0
0

万
人
強
減
少
す
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
さ

ら
に
衝
撃
的
な
の
は
、
労
働
力
の
面
か
ら
の

示
唆
で
あ
る
。
過
去
10
年
以
上
「
世
界
の
工

場
」
と
し
て
、
豊
富
な
農
村
部
か
ら
の
流
入

労
働
者
の
活
躍
で
生
産
拡
大
を
続
け
て
き

R&D
販売

製造

①新技術
　開発

②改良
　改善開発

③材料更新⑥生産
　システム

⑦流通
　マーケ
　ティング

⑧補修
　メンテ
　ナンス

④効果拡大⑤デザイン

R&D
販売

製造

軽薄短小化

液晶テレビ

携帯電話への
デジカメ機能搭載

ノートパソコン

セル生産 プラスチック
→マグネシウム合金

系列
→量販
→ダイレクト

図表3 就業者数推移と一人当たり付加価値図表4 ユーザーのコストオブオーナーシップで考える
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た
中
国
で
あ
る
が
、
３
年
ほ
ど
前
か
ら
労
賃

の
引
き
上
げ
圧
力
が
高
ま
り
、
さ
ら
に
は
ス

ト
ラ
イ
キ
を
決
行
す
る
と
い
う
労
使
関
係

の
悪
化
が
目
立
っ
て
き
た
。
図
表
５
に
示
す

よ
う
に
、
中
国
の
若
年
労
働
力
は
20
〜
24

才
で
男
性
6
0
0
0
万
人
、
女
性
4
5
0

0
万
人
を
数
え
、
中
期
的
に
も
農
村
部
か
ら

の
継
続
的
な
労
働
力
供
給
が
続
く
も
の
と
想

定
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
上
記
の
出
生
率
を

前
提
で
考
え
る
と
、
若
年
労
働
力
の
供
給
は

今
後
急
速
に
先
細
り
と
な
る
こ
と
が
理
解
さ

れ
る
。
必
ず
し
も
今
ま
で
議
論
さ
れ
て
こ
な

か
っ
た
向
こ
う
20
年
間
で
の
中
国
の
若
年
労

働
力
の
供
給
余
力
は
、
従
前
に
考
え
ら
れ
て

き
た
ほ
ど
大
き
く
は
な
さ
そ
う
で
あ
る
。
実

際
、
図
表
５
を
見
る
と
、
そ
の
人
口
動
態
は

日
本
と
相
似
し
て
お
り
、
あ
と
５
年
の
内
に

人
口
の
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
も
予
想
さ
れ
る
事
態

と
な
っ
て
い
る
。

　

尖
閣
諸
島
問
題
か
ら
発
生
し
た
日
中
の
政

治
摩
擦
は
、
経
済
面
で
も
影
響
が
出
て
お
り
、

前
述
の
労
働
力
問
題
と
あ
わ
せ
て
日
本
企
業

の
「
チ
ャ
イ
ナ
＋
ワ
ン
」
の
動
き
が
加
速
し
て

い
る
。
昨
年
公
表
さ
れ
た
日
本
企
業
に
よ
る
中

国
で
の
工
場
新
増
設
も
、
実
は
尖
閣
諸
島
問

題
以
降
完
全
に
停
止
し
て
い
る
。
現
在
、
＋
ワ

ン
の
先
と
し
て
は
ミ
ャ
ン
マ
ー
や
対
日
感
情
の

良
い
ベ
ト
ナ
ム
や
タ
イ
を
あ
げ
る
経
営
者
が

多
い
。
し
か
し
、為
替
の
円
安
が
今
後
も
進
行・

定
着
す
る
な
ら
ば
、
国
内
工
場
の
生
産
性
は

十
分
に
ア
ジ
ア
地
域
と
競
争
で
き
る
水
準
に

定
着
す
る
こ
と
も
十
分
に
視
野
に
入
っ
て
お

り
、
中
国
の
老
化
が
生
産
性
改
善
の
進
む
日

本
の
工
場
生
産
拡
大
の
キ
ッ
カ
ケ
と
な
る
公

算
も
高
ま
っ
て
い
る
。

ケ
ー
ス
シ
ラ
ー
指
数
も
底
打
ち
へ

　
「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
」
の
影
響
が
最
も
大

き
く
現
れ
た
の
は
米
国
の
住
宅
バ
ブ
ル
の
崩
壊

で
あ
り
、
そ
の
後
の
各
国
財
政
当
局
に
よ
る
金

融
機
関
の
サ
ポ
ー
ト
と
国
債
流
通
の
安
定
を
強

い
た
こ
と
は
記
憶
に
新
し
い
。
国
債
の
信
用
リ

ス
ク
に
つ
い
て
は
依
然
と
し
て
ギ
リ
シ
ャ
や
ス

ペ
イ
ン
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
問
題
が
2
0
1
3
年

も
繰
り
返
し
リ
ス
ク
と
し
て
浮
上
し
て
い
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
る
も
の
の
、
明
る
い
視
点
と
し

て
全
て
の
始
ま
り
で
あ
っ
た
米
国
住
宅
バ
ブ
ル

の
崩
壊
か
ら
回
復
の
兆
し
が
高
ま
っ
て
き
て
い

る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る
。

　

図
表
6
に
示
す
よ
う
に
、
欧
州
経
済
危
機

の
影
響
で
2
0
1
0
年
に
か
け
て
２
番
底
を

形
成
し
た
ケ
ー
ス
シ
ラ
ー
指
数（
米
国
に
お
け
る

住
宅
価
格
指
数
）は
、
2
0
1
2
年
の
1
月
を
底

に
緩
や
か
な
回
復
を
示
し
、
最
新
の
デ
ー
タ
で

あ
る
2
0
1
2
年
10
月
時
点
で
1
4
4
の
水

準
に
あ
る
。
前
年
同
月
比
で
も
６
月
以
降
５

ヶ
月
連
続
で
の
回
復
と
な
っ
て
お
り
、
大
統

領
選
挙
前
後
の
失
業
率
か
ら
考
慮
す
る
限
り

そ
の
後
の
統
計
も
回
復
基
調
が
継
続
し
て
い

る
も
の
と
見
込
ま
れ
る
。
住
宅
指
数
の
上
昇

は
、
米
国
消
費
者
の
消
費
余
力
の
拡
大
を
意

味
し
て
い
る
。
住
宅
ロ
ー
ン
の
枠
内
で
、
ク
レ

ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
利
用
枠
が
拡
大
す
る
か
ら
で

あ
る
。
足
元
の
指
数
の
回
復
は
、
米
国
で
顕
著

に
拡
大
し
て
い
る
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
の
生
産
も
反

映
し
て
い
る
も
の
と
想
定
さ
れ
る
。
従
前
は
回

収
不
能
で
あ
っ
た
大
深
部
の
岩
盤
内
に
閉
じ
込

め
ら
れ
た
天
然
ガ
ス
を
技
術
革
新
で
取
り
出

し
可
能
と
し
、
数
年
以
内
に
自
国
の
必
要
化
石

燃
料
を
全
て
リ
プ
レ
ー
ス
可
能
な
水
準
で
の

増
産
が
始
ま
っ
て
い
る
。
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
取
り

出
し
後
は
、
シ
ェ
ー
ル
オ
イ
ル
の
取
り
出
し
が

可
能
と
な
る
見
通
し
で
あ
り
、
オ
バ
マ
大
統

領
は
、「
我
々
の
足
元
に
は
1
0
0
年
分
の
化

石
燃
料
が
眠
っ
て
い
る
」
と
演
説
し
て
い
る
。

　

米
国
景
気
は
、「
財
政
の
壁
」
を
乗
り
越
え

て
、
一
進
一
退
が
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
一

方
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
の
改
善
と
そ
れ

を
受
け
た
住
宅
指
数
の
改
善
は
、
世
界
最
大

の
消
費
市
場
米
国
の
復
活
に
つ
な
が
る
も
の

と
期
待
さ
れ
る
。
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図表5 中国  若年労働力の供給が限界に
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